






避難元 危険区域内の避難所数 該当する避難者の数 

福井県４市町 ３６ 約１万人 

京都府５市町 １４８ ３万６千人以上 
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【政令で定める基準】とは、「施行令」で以下のように定められている。規準はいくつかあるが、

今回の場合は下記の三項が該当 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

◇「災害」を「原子力災害」に読み替えることになっている。 

一般災害の場合の基準は、津波や土砂災害の影響が少ない場所に避難所を指定することにな

っている。原発事故時には、これに加えて 30 ㎞圏外に指定することになる。このことは、10

月 24 日の政府交渉でも確認。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【避難所の件】 

市民：原子力の災害で逃げてくる人が避難する場所が、例えば山から土砂崩れが起こる場所にある

とか、それは禁止ということでよろしいですか。 
 
喜多：避難先の施設についてはですね、すでに一般防災、えー災害対策基本法に基づいてですね、

避難所については既にそういうところから指定されるということになっております。そのあと

から、原子力災害にとってはですね、ＵＰＺの外、３０㎞の外の施設の中で選ぶということに

なっています。 
 
市民：安全区域の中から選ぶということでよろしいですね。 
 
喜多：基本的にそういうことです。 
 
１０月２４日政府交渉（参議院議員会館講堂にて） 担当者：内閣府原子力防災担当 喜多 充氏 

（指定避難所の基準） 

第 20 条の６ 原子力災害対策特別措置法第二十八条第一項の規定により読み替えて適用される法第

49 条の７第１項の政令で定める基準は、次のとおりとする。 
 

三 想定される原子力災害による影響が比較的少ない場所にあるものであること。 

［原災法施行令 災害対策基本法施行令の読み替えによる ※１］ 

災害対策基本法施行令の場合 

三 想定される災害による影響が比較的少ない場所にあるものであること。 

以上は 11 月 30 日学習・討論会資料より 主催：避難計画を案ずる関西連絡会 

兵庫県ハザードマップより５

つの自然災害 

①土砂災害 

土砂災害警戒区域（土石

流、地すべり、急傾斜）、

／山腹崩壊／雪崩 

②洪水（浸水想定区域） 

③高潮（浸水想定区域） 

④津波（浸水想定区域） 

⑤ため池災害（浸水想定区域） 






